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1.  平成24年3月期の連結業績（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年3月期 9,071 △10.7 △1,216 ― △1,167 ― △2,851 ―
23年3月期 10,157 7.1 17 ― △204 ― 72 ―

（注）包括利益 24年3月期 △2,860百万円 （―％） 23年3月期 63百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

24年3月期 △303.58 ― △36.3 △8.5 △13.4
23年3月期 7.67 ― 0.8 △1.4 0.2

（参考） 持分法投資損益 24年3月期  ―百万円 23年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

24年3月期 12,183 6,408 52.6 682.29
23年3月期 15,383 9,315 60.6 991.78

（参考） 自己資本   24年3月期  6,408百万円 23年3月期  9,315百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

24年3月期 236 816 △46 4,123
23年3月期 48 △1,587 553 3,185

2.  配当の状況 

（注）25年3月期の配当金額は、未定であります。詳細は4ページ「利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当」をご覧ください。 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

23年3月期 ― 0.00 ― 5.00 5.00 46 65.2 0.5
24年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
25年3月期(予想) ― ― ― ― ― ―

3. 平成25年 3月期の連結業績予想（平成24年 4月 1日～平成25年 3月31日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 5,000 5.2 80 ― 65 ― 60 ― 6.39
通期 10,050 10.8 190 ― 159 ― 130 ― 13.84



※  注記事項 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 無
② ①以外の会計方針の変更  ： 無
③ 会計上の見積りの変更  ： 無
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 24年3月期 9,417,200 株 23年3月期 9,417,200 株
② 期末自己株式数 24年3月期 24,344 株 23年3月期 24,344 株
③ 期中平均株式数 24年3月期 9,392,856 株 23年3月期 9,392,860 株

（参考）個別業績の概要 

平成24年3月期の個別業績（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年3月期 8,722 △13.3 △651 ― △572 ― △2,835 ―
23年3月期 10,055 3.5 △231 ― △420 ― 30 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

24年3月期 △301.85 ―
23年3月期 3.28 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

24年3月期 12,058 6,619 54.9 704.76
23年3月期 15,459 9,508 61.5 1,012.26

（参考） 自己資本 24年3月期  6,619百万円 23年3月期  9,508百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
 この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であります。なお、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監
査手続は実施中であります。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現時点入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実
際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想については、2ページ「１．経営成績（１）経営成績に
関する分析」をご覧ください。 
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・当期の経営成績 

当連結会計年度における世界経済は、欧州諸国の財政不安に端を発する金融市場の混乱、タイの洪水

によるサプライチェーンの寸断、また、中国、インドなどの新興国における成長スピードの鈍化など、

景気回復に向けて先行き不透明な状況のうちに推移いたしました。 

我が国におきましても、東日本大震災による大きな落ち込みから一部回復傾向はみられたものの、世

界経済の減速や長期化する円高など、企業収益を圧迫する厳しい状況が続いております。 

このような事業環境のもと、当社グループは主要マーケットであるスマートフォンやタブレット端

末、またこれらの通信環境を支える小型基地局や近距離無線等の市場に注力して営業活動を進めてまい

りました。 

開発面におきましては、高密度化、高機能化という市場ニーズに応えるため、さらなる小型化と高精

度化を図り、さらに様々な顧客ニーズに即応できるよう、新製品の開発サイクルのスピードアップにも

取り組んでいるところであります。 

生産面におきましては、台湾、中国等の新興メーカーの台頭や円高による販売単価下落に対応するた

め、すべての生産現場におきまして、コスト削減、歩留り改善に取り組み、グループを挙げて収益性の

向上に努めてまいりました。 

また、新素材事業として事業化を進めている酸化亜鉛につきましては、大学や企業の研究開発部門を

中心に引き続き活発なサンプル取引を行っております。今後の販路拡大のため、ＬＥＤ以外の用途に向

けての製品開発にも取り組んでいるところであります。 

当社は、業績改善を最大の目標とし、これら対策に積極的に取り組んでまいりましたが、当期におき

ましては十分な成果を上げるには至らず、遺憾ながら大幅な損失計上のやむなきに至りました。 

当社グループの当連結会計年度の業績につきましては、売上高9,071百万円（前年同期比10.7％

減）、営業損失1,216百万円（前年同期は17百万円の利益）、経常損失1,167百万円（前年同期は204百

万円の損失）、当期純損失2,851百万円（前年同期は72百万円の利益）となりました。固定資産の減損

損失および棚卸資産の評価損計上などの会計処理を行い、多額の特別損失等を計上しておりますが、当

社といたしましては、これらも含めた様々な対策を実行し、市場競争力と収益力のある企業への速やか

な体質改善を図っていく所存であります。 

  

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

当セグメントは、スマートフォン、無線ＬＡＮ向け等を中心に水晶振動子は販売数量、金額とも

増加いたしました。水晶フィルターも防災無線用等の増加により大幅に増加いたしましたが、水晶

発振器は主要顧客のシェア低下による受注減および発振器から振動子への転換が進んだことなどか

ら、販売数量、金額ともに前年実績を大きく下回りました。売上高は8,274百万円（前年同期比

12.7％減）、セグメント損失（営業損失）1,331百万円（前年同期は43百万円の損失）となりまし

た。 

当セグメントは、全般的に売上高は増加いたしましたが、特に電子測定器、高周波電力計等の繰

り返し品ならびに宇宙開発関連向けカスタム機器が増加いたしました。売上高797百万円（前年同

期比16.4％増）、セグメント利益（営業利益）110百万円（前年同期比99.6％増）となりました。 

１．経営成績

（１）経営成績に関する分析

① 水晶製品事業

② 電子機器事業
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・次期の見通し 

今後の見通しにつきましては、設備投資や住宅投資の持ち直し、底堅く推移している個人消費等、景

気回復に向けた動きがあるものの、原油高、欧州諸国の債務危機、長期化する円高など不安要素もあ

り、景気の先行きは不透明な状況が続くものと思われます。 

こうした中、水晶デバイス市場におきましては、引き続き堅調に推移する思われるスマートフォンや

タブレット端末に加え、ＬＴＥの導入に伴う端末や基地局の置き換え需要も期待され、市場全体として

拡大が予想されるところであります。  

当社といたしましては、こうした環境の中、徹底したコスト削減と製品の仕様レベルに合わせた生産

体制の確立、またスピーディーな営業情報の収集等を通じ、顧客満足度の高い製品とサービスの提供に

努めてまいります。  

また、株式会社村田製作所との協業を更に推し進め、新製品の開発促進、工程改善また販路拡大等に

取り組み、コスト競争力と収益性向上に努めて行く所存であります。  

次期の連結業績見通しにつきましては、売上高10,050百万円、営業利益190百万円、経常利益159百万

円、当期純利益130百万円を予測しております。  

  

当連結会計年度末の資産は、前連結会計年度末に比べ3,200百万円減少し、12,183百万円となりま

した。 

流動資産は、前連結会計年度末に比べ539百万円増加し、9,314百万円となりました。 

主な要因は、現金及び預金の増加によるものであります。 

固定資産は、前連結会計年度末に比べ3,739百万円減少し、2,869百万円となりました。 

主な要因は、有形固定資産の売却及び減損損失計上に伴う減少によるものであります。 

当連結会計年度末は、前連結会計年度末に比べ293百万円減少し、5,775百万円となりました。 

流動負債は、前連結会計年度末に比べ225百万円減少し、4,832百万円となりました。 

主な要因は、設備投資に伴う未払金の減少によるものであります。 

固定負債は、前連結会計年度末に比べ68百万円減少し、942百万円となりました。 

主な要因は、繰延税金負債の取崩しによるものであります。 

当連結会計年度末、前連結会計年度末に比べ2,906百万円減少し、6,408百万円となりました。 

主な要因は、当期純損失の計上に伴う利益剰余金の減少によるものであります。 

なお、自己資本比率は8.0ポイント減少し、52.6％となりました。 

（２）財政状態に関する分析

① 資産、負債及び純資産の状況

(ⅰ)資産

(ⅱ)負債

(ⅲ)純資産
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当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ

938百万円増加し、当連結会計年度末には4,123百万円となりました。 

営業活動の結果、得られた資金は236百万円（前年同期比391.2％増）となりました。 

主な要因は、減損損失2,199百万円、減価償却費840百万円及び仕入債務の増加261百万円並びにそ

の他資産の減少301百万円でありますが、税金等調整前当期純損失2,384百万円及び固定資産売却益

1,028百万円等により一部相殺されております。 

投資活動の結果、得られた資金は816百万円（前年同期は1,587百万円の支出）となりました。 

主な要因は、有形固定資産の売却による収入2,075百万円でありますが、有形固定資産の取得によ

る支出1,170百万円による一部相殺されております。 

財務活動の結果、使用した資金は46百万円（前年同期は553百万円の収入）となりました。 

これは、配当金の支払額46百万円によるものであります。 

  

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  

 
  自己資本比率：自己資本／総資産 

  時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

  キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

  インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

   (注)1. いずれも連結ベースの財務数値により計算しています。 

     2. 株式時価総額は自己株式を除く発行済株式をベースに計算しています。 

     3. キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しています。 

      4. 有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象として

います。 

  

当社は、株主の利益を重要課題の一つとして考え経営にあたっております。この方針に沿って業績の状

況に応じた安定的な配当を行っております。併せて経営基盤を強化するため、適正な内部留保の充実及び

更なる企業体質の強化と収益力の向上を図りながら、安定的な配当の継続に努めるとともに、業績及びキ

ャッシュ・フローをも斟酌して株主還元を図ることを基本方針としております。 

なお、当期末の配当金につきましては、平成24年４月26日公表の「配当予想の修正に関するお知らせ」

のとおり無配とさせていただく予定であります。また、次期の配当金につきましては、引き続き厳しい経

営環境が予想されるため、現時点では未定であります。今後の業績や財政状態等を勘案した上で決定次

第、速やかに開示する予定であります。 

  

② キャッシュ・フローの状況

(ⅰ)営業活動によるキャッシュ・フロー

(ⅱ)投資活動によるキャッシュ・フロー

(ⅲ)財務活動によるキャッシュ・フロー

平成20年３月期 平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期 平成24年３月期

自己資本比率 65.7 66.7 63.0 60.6 52.6

時価ベースの自己資本比率 57.3 26.2 42.4 32.6 33.1

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率

－ 0.2 1.6 0.0 0.1

インタレスト・カバレッジ・
レシオ

3,727.3 39.5 182.5 6.3 14.0

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当
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 最近の有価証券報告書（平成23年６月29日提出）における「事業系統図（事業の内容）」から重要な変更

がないため開示を省略します。 

 なお、「関係会社の状況」につきましては、当連結会計年度において、株式会社村田製作所が当社のその

他の関係会社に該当することとなりました。 

 この結果、当社グループは、当社、子会社３社及びその他の関係会社１社により構成されることとなりま

した。 

  

２．企業集団の状況
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東京電波㈱（6900）　平成24年３月期　決算短信



当社グループは水晶製品の総合メーカーとして、最新技術の開発と優れた製品作りを目標に、明るい電

子産業の未来を拓き、豊かな社会の実現に貢献することを経営の基本としております。 

そして、グローバルな企業競争下において利益を重視し、連結ベースの企業価値を高めることにより、

投資家各位にとって魅力ある企業となることを目指しております。 

こうした観点のもと、当社は今後成長が期待される情報通信機器関連に対応した高付加価値製品の開発

を軸に、市場をリードする製品の開発に注力するとともに、組織のスリム化と経営合理化を徹底し、業界

一のコスト競争力の達成を目指しております。 

  

当社グループは収益性の高い企業体質の実現と企業価値の向上により、あらゆるステークホルダーにと

って魅力ある企業となることを基本方針としております。 

この方針のもと、当社グループでは売上高営業利益率およびＲＯＥ（自己資本利益率）を経営上の重要

な経営指標としてとらえ、収益性ならびに資本効率の向上に向け活動してまいります。 

  

当社グループは、主力事業である水晶製品事業におきまして引き続き厳しい経営環境にありますが、

こうした状況を打開すべく種々の対策を進めております。これら対策の実行に伴い、平成24年3月期に

おきまして、減損損失、棚卸資産の評価損を計上したことにより、当期純損失2,851百万円という結果

となりました。 

当社グループは、事業構造の改善を進め、グローバルな競争力と高い収益性を持った企業体質への転

換を図るため、以下の施策を実行いたします。 

①株式会社村田製作所との協業関係の強化、推進 

当社は、平成21年9月に株式会社村田製作所と資本・業務提携契約を締結し、さらに平成23年5月に包

括業務提携契約を締結しております。同社との協業関係をさらに強固にし、製品開発力の強化、国内外

営業力の増強、生産活動の効率化、人的交流の促進などにより、競争力のある事業基盤を早期に構築し

てまいります。 

②徹底した原価低減 

サブプライム問題、リーマンショック、東日本大震災、タイの大洪水等により、当社を取り巻く事業

環境は激変いたしました。このため、製造経費、販売費及び一般管理費の徹底的な削減が不可欠と判断

し、経費の削減を強力に推進しております。今後も引き続き、各部署で項目ごとの細かな予算執行管理

を行い、経費削減を厳格に進めてまいります。 

また、生産性向上に関しましては、カイゼン活動を通じて全社的に生産体制の見直しを実施し、生産

工程の改良改善、株式会社村田製作所との協業推進による歩留り改善、人員の適正化、高付加価値製品

の拡販などを推進してまいります。 

特に生産活動の効率化に関しましては、国内外の受注動向を慎重に見極めつつ、グローバルな視点で

検討を進め、さらなる生産性の向上を図ってまいります。 

３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

（２）目標とする経営指標

（３）中長期的な会社の経営戦略・対処すべき課題
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,085,382 4,123,557

受取手形及び売掛金 2,087,252 2,255,288

商品及び製品 551,336 429,534

仕掛品 567,595 695,417

原材料及び貯蔵品 938,375 889,016

未収入金 453,728 694,256

繰延税金資産 506,841 －

その他 584,662 227,875

貸倒引当金 △500 △470

流動資産合計 8,774,674 9,314,476

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 2,447,337 991,853

機械装置及び運搬具（純額） 1,985,087 391,214

土地 1,346,734 1,254,886

建設仮勘定 638,725 23,264

その他（純額） 78,247 35,383

有形固定資産合計 6,496,133 2,696,602

無形固定資産   

その他 41,065 63,687

無形固定資産合計 41,065 63,687

投資その他の資産   

投資有価証券 55,494 101,149

繰延税金資産 5,324 －

その他 11,256 7,961

投資その他の資産合計 72,075 109,111

固定資産合計 6,609,274 2,869,401

資産合計 15,383,948 12,183,877
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(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,221,006 2,482,605

短期借入金 1,800,000 1,800,000

未払法人税等 20,713 24,078

賞与引当金 40,825 79,774

その他 975,388 446,466

流動負債合計 5,057,933 4,832,924

固定負債   

退職給付引当金 770,660 796,809

役員退職慰労引当金 83,630 46,990

繰延税金負債 126,198 72,884

その他 29,914 25,636

固定負債合計 1,010,404 942,320

負債合計 6,068,338 5,775,244

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,703,600 3,703,600

資本剰余金 4,134,160 4,134,160

利益剰余金 1,518,259 △1,380,156

自己株式 △32,017 △32,017

株主資本合計 9,324,002 6,425,586

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 9,133 3,038

為替換算調整勘定 △17,525 △19,991

その他の包括利益累計額合計 △8,391 △16,953

純資産合計 9,315,610 6,408,632

負債純資産合計 15,383,948 12,183,877
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
 連結損益計算書 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

売上高 10,157,859 9,071,108

売上原価 9,066,762 9,171,552

売上総利益又は売上総損失（△） 1,091,097 △100,444

販売費及び一般管理費 1,073,630 1,115,757

営業利益又は営業損失（△） 17,467 △1,216,201

営業外収益   

受取利息 1,871 507

助成金収入 46,594 20,656

生産協力金 － 41,260

受取保険金 － 14,930

その他 11,335 7,184

営業外収益合計 59,801 84,539

営業外費用   

支払利息 7,662 16,577

売上割引 4,501 3,420

為替差損 253,618 5,688

支払手数料 6,274 5,499

その他 9,685 5,066

営業外費用合計 281,742 36,253

経常損失（△） △204,472 △1,167,915

特別利益   

固定資産売却益 － 1,028,078

補助金収入 6,090 －

役員退職慰労引当金戻入額 43,540 －

特別利益合計 49,630 1,028,078

特別損失   

固定資産除却損 15,370 4,160

固定資産売却損 － 8,554

減損損失 1,033 2,199,768

環境対策費 5,967 －

事務所移転費用 27,773 －

災害による損失 92,910 5,996

損害賠償金 － 23,315

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 23,124 －

その他 12,239 2,635

特別損失合計 178,420 2,244,430

税金等調整前当期純損失（△） △333,262 △2,384,267

法人税、住民税及び事業税 13,477 10,222

法人税等調整額 △418,781 456,961

法人税等合計 △405,303 467,184

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調
整前当期純損失（△）

72,041 △2,851,451

当期純利益又は当期純損失（△） 72,041 △2,851,451
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 連結包括利益計算書 
(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日
 至 平成24年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調
整前当期純損失（△）

72,041 △2,851,451

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △1,927 △6,095

為替換算調整勘定 △6,218 △2,466

その他の包括利益合計 △8,145 △8,561

包括利益 63,895 △2,860,013

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 63,895 △2,860,013

少数株主に係る包括利益 － －
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（３）連結株主資本等変動計算書 
(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日
 至 平成24年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 3,703,600 3,703,600

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,703,600 3,703,600

資本剰余金   

当期首残高 4,134,160 4,134,160

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 4,134,160 4,134,160

利益剰余金   

当期首残高 1,493,182 1,518,259

当期変動額   

剰余金の配当 △46,964 △46,964

当期純利益又は当期純損失（△） 72,041 △2,851,451

当期変動額合計 25,076 △2,898,415

当期末残高 1,518,259 △1,380,156

自己株式   

当期首残高 △31,990 △32,017

当期変動額   

自己株式の取得 △26 －

当期変動額合計 △26 －

当期末残高 △32,017 △32,017

株主資本合計   

当期首残高 9,298,951 9,324,002

当期変動額   

剰余金の配当 △46,964 △46,964

当期純利益又は当期純損失（△） 72,041 △2,851,451

自己株式の取得 △26 －

当期変動額合計 25,050 △2,898,415

当期末残高 9,324,002 6,425,586
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(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 11,061 9,133

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,927 △6,095

当期変動額合計 △1,927 △6,095

当期末残高 9,133 3,038

為替換算調整勘定   

当期首残高 △11,307 △17,525

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △6,218 △2,466

当期変動額合計 △6,218 △2,466

当期末残高 △17,525 △19,991

その他の包括利益累計額合計   

当期首残高 △246 △8,391

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △8,145 △8,561

当期変動額合計 △8,145 △8,561

当期末残高 △8,391 △16,953

純資産合計   

当期首残高 9,298,705 9,315,610

当期変動額   

剰余金の配当 △46,964 △46,964

当期純利益又は当期純損失（△） 72,041 △2,851,451

自己株式の取得 △26 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △8,145 △8,561

当期変動額合計 16,904 △2,906,977

当期末残高 9,315,610 6,408,632
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 
(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日
 至 平成24年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純損失（△） △333,262 △2,384,267

減価償却費 902,396 840,908

減損損失 1,033 2,199,768

貸倒引当金の増減額（△は減少） 30 △30

受取利息及び受取配当金 △2,630 △1,683

支払利息 7,662 16,554

為替差損益（△は益） 92,530 65,370

有形固定資産売却損益（△は益） － △1,019,524

有形固定資産除却損 15,370 4,160

損害賠償損失 － 23,315

売上債権の増減額（△は増加） 395,424 △168,005

退職給付引当金の増減額（△は減少） 27,537 26,148

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △38,240 △36,640

仕入債務の増減額（△は減少） △499,988 261,598

賞与引当金の増減額（△は減少） △43,270 38,949

たな卸資産の増減額（△は増加） △250,608 43,338

その他の資産の増減額（△は増加） △302,149 301,319

その他の負債の増減額（△は減少） 91,148 77,382

小計 62,985 288,663

利息及び配当金の受取額 2,630 1,683

利息の支払額 △7,665 △16,899

法人税等の支払額 △9,780 △16,539

損害賠償金の支払額 － △20,308

営業活動によるキャッシュ・フロー 48,169 236,599

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △1,574,617 △1,170,195

有形固定資産の売却による収入 － 2,075,545

無形固定資産の取得による支出 △9,891 △35,718

投資有価証券の取得による支出 △2,848 △53,252

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,587,357 816,379

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 600,000 －

自己株式の取得による支出 △26 －

配当金の支払額 △46,964 △46,964

財務活動によるキャッシュ・フロー 553,009 △46,964

現金及び現金同等物に係る換算差額 △98,748 △67,836

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,084,926 938,178

現金及び現金同等物の期首残高 4,270,309 3,185,382

現金及び現金同等物の期末残高 3,185,382 4,123,560
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該当事項はありません。 

  

 １．連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数 ３社 

 北見東京電波株式会社 

 盛岡東京電波株式会社 

 TEW AMERICA, INC. 

(2) 非連結子会社の名称 

 該当事項は有りません。 

  

 ２．持分法の適用に関する事項 

該当事項はありません。 

  

 ３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうち決算日が連結決算日と異なる会社はTEW AMERICA, INC.であり、決算日は12月31日で

あります。連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた

重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 

  

 ４．会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

イ その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

② たな卸資産 

イ 製品・半製品・仕掛品 

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）。

但し、電子機器に係る製品等については個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

よる簿価切下げの方法により算定） 

ロ 原材料 

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

ハ 貯蔵品 

最終仕入原価法 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法。但し、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額法

を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物及び構築物    ７～38年 

機械装置及び運搬具  ２～８年 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法。なお、ソフトウェア（自社利用）については、社内における見込利用可能期間（５年）に

基づく定額法によっております。 

（５）継続企業の前提に関する注記

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項
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③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

なお、平成20年３月31日以前に契約をした、所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

② 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支払に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき計上しております。 

なお、数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（５年）による按分額をそれぞれ発生の翌連結会計年度より費用処理しております。 

④ 役員退職慰労引当金 

親会社は、役員に対する退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上してお

ります。 

(4) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。 

なお、為替予約が付されている外貨建金銭債権債務等については、振当処理を行っております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

(ヘッジ手段) 為替予約取引 

(ヘッジ対象) 外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引 

③ ヘッジ方針 

外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する目的で為替予約取引を行っております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、ヘッジ開始時及びその後も継続して双

方の相場が相殺されるため、ヘッジ有効性の評価は省略しております。 

(5) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フローにおける資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引出可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっ

ております。 

(6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
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(連結貸借対照表関係) 

前連結会計年度において、「流動資産」の「その他」に含めていた「未収入金」は、金額的重要性が

増したため、当連結会計年度より独立掲記することとしております。この表示方法の変更を反映させる

ため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。 

この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」の「その他」に表示していた

1,038百万円は、「未収入金」453百万円、「その他」584百万円として組み替えております。 

  

(会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準) 

当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤

謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用し

ております。 

（７）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

【表示方法の変更】

【追加情報】
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※１  担保資産及び担保付債務 

担保資産及び担保付債務は以下のとおりであります。 

担保資産 

 
  

担保付債務 

 
  

※２  連結会計年度末日満期手形 

連結会計年度末日満期手形の会計処理については、当連結会計年度の末日が金融機関の休日でした

が、満期日に決済が行われたものとして処理しております。当連結会計年度末日満期手形の金額は次の

とおりであります。 

（８）連結財務諸表に関する注記事項

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度 
(平成24年３月31日)

建物及び構築物 752百万円 704百万円

土地 652  〃 652  〃

計 1,404百万円 1,356百万円

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度 
(平成24年３月31日)

短期借入金 1,350百万円 1,350百万円

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度 
(平成24年３月31日)

受取手形 － 13百万円

支払手形 － 23  〃
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※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

 
  

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費は、次のとおりであります。 

 
  

※３ 通常販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低下による簿価切下げ額は、次のとおりであります

（△は戻入額）。 

 
  

※４ 固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。 

 
  

※５ 固定資産売却損の内容は、次のとおりであります。 

 
  

※６ 固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。 

 
  

(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度 
(平成24年３月31日)

研究開発費 310百万円 305百万円

従業員給料・手当 212  〃 197 〃

支払手数料 120 〃 127 〃

賞与引当金繰入額 5 〃 9 〃

退職給付費用 5  〃 7 〃

役員退職慰労引当金繰入額 5 〃 4 〃

前連結会計年度
(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

一般管理費 310百万円 305百万円

当期製造費用 ―  〃 ―  〃

計 310百万円 305百万円

前連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

売上原価 △98百万円 364百万円

前連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

土地 ―百万円 1,028百万円

前連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

建設仮勘定 ―百万円 8百万円

前連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

建物及び構築物 ―百万円 0百万円

機械装置及び運搬具 14  〃 4  〃

その他 0  〃 0  〃

計 15百万円 4百万円
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※７ 減損損失 

  当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。 

 前連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

 
当社グループは、事業別管理会計区分を、グルーピングの単位としております。ただし、遊休資産

については個別の資産グループとして取り扱っております。 
上記の資産については、生産体制の再編成及び経営環境の著しい悪化により、将来の使用が見込ま

れないことから、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（1百万円）として特
別損失に計上しております。 
なお、回収可能価額は、合理的な見積りを基準とした正味売却価額により算定しております。 

  

 当連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

 
当社グループは、事業別管理会計区分を、グルーピングの単位としております。ただし、遊休資産

については個別の資産グループとして取り扱っております。 
上記の資産については、生産体制の再編成及び経営環境の著しい悪化により、長期間にわたる固定

資産の回収可能性を厳格に精査した結果、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損
失（2,199百万円）として特別損失に計上しております。 
なお、回収可能価額は、遊休設備については合理的な見積りを基準とした正味売却価額により、将

来の使用が見込まれている資産グループについては主に使用価値により測定しており、将来キャッシ
ュ・フローを４％で割り引いて算定しております。 

  

当連結会計年度(自  平成23年４月１日 至  平成24年３月31日) 

※１ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額 

用途 場所 種類 金額（百万円）

遊休設備 岩手県二戸郡 機械装置及び運搬具 1

用途 場所 種類 金額（百万円）

遊休設備 東京都大田区
機械装置及び運搬具 35

建設仮勘定 4

事業用設備

北海道北見市

建物及び構築物 131

機械装置及び運搬具 107

建設仮勘定 13

その他 7

北海道網走郡

建物及び構築物 71

機械装置及び運搬具 186

土地 33

建設仮勘定 2

その他 3

岩手県盛岡市

建物及び構築物 728

機械装置及び運搬具 220

その他 5

岩手県久慈市

建物及び構築物 245

機械装置及び運搬具 299

その他 2

岩手県二戸郡

建物及び構築物 74

機械装置及び運搬具 26

その他 0

(連結包括利益計算書関係)

その他有価証券評価差額金

 当期発生額 △7百万円

 組替調整額 ― 〃

  税効果調整前 △7百万円

  税効果額 △1 〃

  その他有価証券評価差額金 △6百万円

その他の包括利益合計 △6百万円
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 前連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

 １ 発行済株式に関する事項 

 
  
 ２ 自己株式に関する事項 

 
  （変動事由の概要） 

   増加数の内訳は、次の通りであります。 

 
  
 ３ 新株予約権等に関する事項 
  該当事項はありません。 
  
４ 配当に関する事項 

  (1) 配当金支払額 

 
  
  (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

 当連結会計年度(自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

 １ 発行済株式に関する事項 

 
  
 ２ 自己株式に関する事項 

 
  
 ３ 新株予約権等に関する事項 
  該当事項はありません。 
  
 ４ 配当に関する事項 
  (1) 配当金支払額 

 
  
  (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 
    当連結会計年度に属する配当は、無配のため記載すべき事項はありません。 

(連結株主資本等変動計算書関係)

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 9,417,200 ― ― 9,417,200

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 24,304 40 ― 24,344

単元未満株式の買取りによる増加 40株

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成22年６月29日 
定時株主総会

普通株式 46 5.00 平成22年３月31日 平成22年６月30日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年６月29日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 46 5.00 平成23年３月31日 平成23年６月30日

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 9,417,200 ― ― 9,417,200

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 24,344 ― ― 24,344

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成23年６月29日 
定時株主総会

普通株式 46 5.00 平成23年３月31日 平成23年６月30日
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※１  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。 

 
  

１ 報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであ

ります。 

当社は、本社に製品・サービス別の事業部を置き、各事業部は取り扱う製品・サービスについて国内

及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。 

従って、当社は事業部を基礎とした製品・サービス別セグメントから構成されており、「水晶製品事

業」及び「電子機器事業」の２つを報告セグメントとしております。 

「水晶製品事業」は、水晶振動子・水晶応用製品等の製造販売をしております。「電子機器事業」

は、電子計測機器・水晶製造関連機器等の製造販売をしております。 

  

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項」における記載と概ね同一であります。 

報告セグメントの利益は営業利益であり、セグメント間の内部収益及び振替高は、市場実勢価格に基

づいております。 

  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

現金及び預金 3,085百万円 4,123百万円

その他（預け金） 100  〃 0  〃

現金及び現金同等物 3,185百万円 4,123百万円

(セグメント情報等)

(セグメント情報)
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３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

 前連結会計年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日) 

 
（注）１．セグメント利益調整額5百万円は、セグメント間取引消去であります。 

   ２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

 当連結会計年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日) 

 
（注）１．セグメント利益調整額4百万円は、セグメント間取引消去であります。 

   ２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

(単位：百万円)

報告セグメント 調整額 
（注）１

連結損益
計算書計上額 
（注）２水晶製品事業 電子機器事業 計

売上高
  外部顧客への売上高 9,483 674 10,157 ― 10,157

 セグメント間の内部 
 売上高又は振替高

― 10 10 △10 ―

計 9,483 685 10,168 △10 10,157

セグメント利益又は
セグメント損失（△）

△43 55 11 5 17

セグメント資産 14,760 487 15,247 136 15,383

その他の項目
 減価償却費 924 11 935 △33 902

 減損損失 1 ― 1 ― 1

 有形固定資産及び
 無形固定資産の増加額

1,457 5 1,463 △0 1,462

(単位：百万円)

報告セグメント 調整額 
（注）１

連結損益
計算書計上額 
（注）２水晶製品事業 電子機器事業 計

売上高
  外部顧客への売上高 8,274 796 9,071 ― 9,071

 セグメント間の内部 
 売上高又は振替高

― 0 0 △0 ―

計 8,274 797 9,071 △0 9,071

セグメント利益又は
セグメント損失（△）

△1,331 110 △1,220 4 △1,216

セグメント資産 10,755 1,389 12,145 38 12,183

その他の項目
 減価償却費 854 8 862 △21 840

 減損損失 2,199 ― 2,199 ― 2,199

 有形固定資産及び
 無形固定資産の増加額

726 1 727 ― 727
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(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

２ １株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額 

 
  

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

 
１株当たり純資産額 991.78円

 
１株当たり純資産額 682.29円

 
１株当たり当期純利益金額 7.67円

 
１株当たり当期純損失金額 303.58円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

項目
前連結会計年度

(平成23年３月31日)
当連結会計年度

(平成24年３月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額(百万円) 9,315 6,408

普通株式に係る純資産額(百万円) 9,315 6,408

差額の内訳(百万円) ― ―

普通株式の発行済株式数(株) 9,417,200 9,417,200

普通株式の自己株式数(株) 24,344 24,344

１株当たり純資産額の算定に用いられた 

普通株式の数(株)
9,392,856 9,392,856

項目
前連結会計年度

(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

連結損益計算書上の当期純利益又は
当期純損失（△）(百万円)

72 △2,851

普通株式に係る当期純利益又は
当期純損失（△）(百万円)

72 △2,851

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 9,392,860 9,392,856
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当社は、平成24年５月18日開催の取締役会において、平成24年６月27日開催の当社第78期定時株主総

会に、下記のとおり資本準備金及び利益準備金の額の減少並びに剰余金の処分について付議することを

決議いたしました。 

(1) 資本準備金及び利益準備金の額の減少の目的 

今後の財務戦略上の柔軟性及び機動性を確保するとともに繰越利益剰余金の欠損補填を行い、早期

の復配を図ることを目的としております。 

(2) 資本準備金及び利益準備金の額の減少の要領 

会社法第448条１項の規定に基づき、資本準備金4,134,160,000円のうち2,334,160,000円を減少さ

せ、その他資本剰余金を同額増加させ、利益準備金122,000,000円全額を減少させ、繰越利益剰余金

を同額増加させます。 

また、会社法第452条の規定に基づき、資本準備金の減少により増加するその他資本剰余金

2,334,160,000円のうち1,189,082,029円で繰越利益剰余金の欠損補填を行います。 

(3)日程 

①取締役会決議日      平成24年５月18日 

②株主総会決議日      平成24年６月27日（予定） 

③債権者異議申述最終期日  平成24年７月30日（予定） 

④効力発生日        平成24年７月31日（予定） 

  

リース取引、関連当事者情報、税効果会計、金融商品、有価証券、デリバティブ取引、退職給付、ス

トック・オプション等、企業結合等、資産除去債務、賃貸等不動産に関する注記事項は、決算短信にお

ける開示の必要性が大きくないと考えられるため、開示を省略しております。 

  

(重要な後発事象)

（開示の省略）
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該当事項はありません。 

  

１．新任取締役候補 

専務取締役    坂本  秀夫(現  株式会社村田製作所 常務執行役員) 

２．退任予定取締役 

  取締役       山田 忠男 

  取締役    井上 純 

  

５．その他

（１）役員の異動

①  代表者の異動

②  その他の役員の異動(平成24年６月27日付予定)
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